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１．本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処

理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して出力・印刷したもので

あります。 

２．本書には，上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期レビュー報

告書を末尾に綴じ込んでおります。 
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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等（消費税および地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第38期 

第１四半期連結 
累計期間 

第39期 
第１四半期連結 

累計期間 
第38期 

会計期間 
自 平成24年12月１日
至 平成25年２月28日

自 平成25年12月１日 
至 平成26年２月28日 

自 平成24年12月１日
至 平成25年11月30日

売上高 （千円）  2,883,518  3,426,655  16,591,374

経常利益 （千円）  114,783  28,418  547,789

四半期（当期）純利益 （千円）  128,795  43,418  75,542

四半期包括利益又は包括利益 （千円）  689,953  475,732  1,607,692

純資産額 （千円）  9,484,069  10,138,082  9,710,723

総資産額 （千円）  16,241,163  16,402,828  16,764,346

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円）  6.75  2.53  4.11

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円）  －  －  －

自己資本比率 （％）  57.8  61.1  57.3

２【事業の内容】
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当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判

断したものであります。 

  

(１）業績の状況 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府等による経済政策や金融政策を背景に企業業績に改善の

兆しが見られましたが、中国をはじめとする新興国経済の減速や円安による原材料価格の高騰等により、依然とし

て先行き不透明な状況で推移しました。 

このような市場環境の下、当社グループは、提案型営業力の強化や新たな販路獲得に努めてまいりました。 

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は3,426百万円（前年同四半期比18.8％増）、営業損益は16百万円

の損失（前年同四半期は17百万円の損失）、経常損益は28百万円の利益（前年同四半期比75.2％減）、四半期純損

益は43百万円の利益（前年同四半期比66.3％減）となりました。 

  

セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 商社事業 

商社事業につきましては、3Ｄプリンタの販売等が堅調に推移し前年同四半期に比べて売上高は増加いたし

ましたが、損益面は円安の影響等による仕入コスト等の増加により悪化いたしました。 

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,847百万円（前年同四半期比5.2％増）、セグメント損

益は118千円の損失（前年同四半期は49百万円の利益）となりました。 

  

② プリフォーム事業 

プリフォーム事業につきましては、既存取引先への拡販や新たな販路獲得等によりプリフォームの販売が

好調に推移し、前年同四半期に比べて売上高は増加し黒字転換いたしました。 

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,309百万円（前年同四半期比61.5％増）、セグメント損

益は14百万円の利益（前年同四半期は12百万円の損失）となりました。 

  

③ その他の事業 

その他の事業につきましては、輸送用リサイクルプラスチックパレットの販売数量が低調に推移し、前年

同四半期に比べて売上高は減少いたしましたが、前期に実施いたしました事業構造改革の効果により黒字転

換いたしました。 

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は275百万円（前年同四半期比16.6％減）、セグメント損益

は14百万円の利益（前年同四半期は20百万円の損失）となりました。 

  

（注）１．当社の消費税等に係る会計処理は、税抜方式によっているため、「３ 財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析（１）業績の状況」に記載した金額には消費税等は含まれておりません。 

２．「３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（１）業績の状況」のセグメントの業績

に記載している売上高は、セグメント間の内部取引を含んだ金額を記載しております。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(２）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(３）研究開発活動 

該当事項はありません。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  40,000,000

計  40,000,000

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成26年２月28日） 

提出日現在発行数（株）
（平成26年４月11日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  19,354,596  19,354,596
東京証券取引所 

（市場第一部） 
単元株式数 100株 

計  19,354,596  19,354,596 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株) 

資本金 
増減額 
（千円） 

資本金 
残高 

（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円) 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成25年12月１日～ 

平成26年２月28日 
 －  19,354,596 － 5,527,829  －  783,821

（６）【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成25年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

  

①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,600株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数16個が含まれておりま

す。 

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式27株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

該当事項はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成26年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    2,207,700
― ― 

完全議決権株式（その他）(注)１ 普通株式  17,087,900 170,879 ― 

単元未満株式 (注)２ 普通株式      58,996 ― １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 19,354,596 ― ― 

総株主の議決権 ― 170,879 ― 

  平成26年２月28日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 

所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 

の割合（％）

（自己保有株式） 

アルテック株式会社 
東京都中央区入船二丁目１番１号  2,207,700 ―  2,207,700  11.40

計 ―  2,207,700 ―  2,207,700  11.40

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年12月１日から平成

26年２月28日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年12月１日から平成26年２月28日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成25年11月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成26年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,716,611 2,492,801

受取手形及び売掛金 2,427,932 2,411,891

商品及び製品 1,077,303 1,645,015

原材料及び貯蔵品 562,410 595,367

前渡金 488,137 373,220

その他 274,151 401,598

貸倒引当金 △454 △424

流動資産合計 8,546,093 7,919,470

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,982,237 2,100,462

機械装置及び運搬具（純額） 2,491,268 2,591,889

土地 55,308 55,308

リース資産（純額） 322,779 306,083

建設仮勘定 25,420 74,440

その他（純額） 675,072 690,832

有形固定資産合計 5,552,086 5,819,017

無形固定資産   

ソフトウエア 12,880 10,782

その他 561,268 628,195

無形固定資産合計 574,149 638,977

投資その他の資産   

投資有価証券 409,046 390,576

関係会社出資金 1,300,697 1,278,620

敷金及び保証金 231,999 205,583

繰延税金資産 22,897 25,074

その他 149,145 146,051

貸倒引当金 △21,769 △20,541

投資その他の資産合計 2,092,017 2,025,363

固定資産合計 8,218,253 8,483,357

資産合計 16,764,346 16,402,828
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成25年11月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成26年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,321,741 1,578,746

短期借入金 ※2  1,460,505 ※2  1,301,323

1年内償還予定の社債 36,000 36,000

未払費用 348,160 263,105

未払法人税等 42,272 11,523

前受金 699,955 1,071,583

リース債務 93,865 78,718

受注損失引当金 315 2,012

未払金 317,512 329,423

繰延税金負債 16,956 1,574

その他 52,961 36,724

流動負債合計 5,390,245 4,710,735

固定負債   

社債 94,000 84,000

長期借入金 ※2  1,187,101 ※2  1,115,797

繰延税金負債 141,902 133,482

リース債務 232,001 213,431

その他 8,371 7,299

固定負債合計 1,663,377 1,554,010

負債合計 7,053,623 6,264,745

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,527,829 5,527,829

資本剰余金 2,252,219 2,200,778

利益剰余金 1,812,201 1,855,619

自己株式 △922,916 △922,946

株主資本合計 8,669,334 8,661,282

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 66,224 54,437

繰延ヘッジ損益 11,766 1,282

為替換算調整勘定 854,800 1,302,353

その他の包括利益累計額合計 932,791 1,358,072

少数株主持分 108,596 118,727

純資産合計 9,710,723 10,138,082

負債純資産合計 16,764,346 16,402,828
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年12月１日 
 至 平成25年２月28日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年12月１日 

 至 平成26年２月28日) 

売上高 2,883,518 3,426,655

売上原価 2,252,340 2,757,786

売上総利益 631,178 668,869

販売費及び一般管理費 648,994 685,607

営業損失（△） △17,816 △16,738

営業外収益   

受取利息 1,762 2,751

為替差益 124,905 85,518

持分法による投資利益 21,570 －

その他 20,035 7,078

営業外収益合計 168,274 95,348

営業外費用   

支払利息 28,078 28,810

支払手数料 1,567 1,544

持分法による投資損失 － 16,760

その他 6,028 3,077

営業外費用合計 35,673 50,192

経常利益 114,783 28,418

特別利益   

固定資産売却益 － 21,646

移転補償金 153,010 －

特別利益合計 153,010 21,646

特別損失   

固定資産売却損 44,945 －

固定資産除却損 35,393 －

工場移転費用 43,824 －

特別損失合計 124,162 －

税金等調整前四半期純利益 143,631 50,065

法人税、住民税及び事業税 10,407 10,842

法人税等調整額 463 △11,229

法人税等合計 10,870 △386

少数株主損益調整前四半期純利益 132,760 50,451

少数株主利益 3,964 7,033

四半期純利益 128,795 43,418
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年12月１日 
 至 平成25年２月28日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年12月１日 

 至 平成26年２月28日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 132,760 50,451

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 23,097 △11,787

繰延ヘッジ損益 4,246 △10,484

為替換算調整勘定 547,526 453,247

持分法適用会社に対する持分相当額 △17,677 △5,695

その他の包括利益合計 557,192 425,280

四半期包括利益 689,953 475,732

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 676,646 465,601

少数株主に係る四半期包括利益 13,306 10,131
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（税金費用の計算） 

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

  

【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）
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 １ 貸出コミットメント 

当社グループは、運転資金及び事業投資資金の機動的、効率的な資金調達を行うことを目的に、金融機関７社と

の間で貸出コミットメント契約を締結しております。貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次の通りであ

ります。 

  

※２ 財務制限条項等 

前連結会計年度（平成25年11月30日） 

(1） 当社の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（契約日平成20年３月26日、

借入極度額1,100,000千円、借入残高220,000千円）には、下記の財務制限条項が付されており、当該条項に

抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末

日または平成19年11月期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における連結損益計算書の経常損益について、２期連続して損失を計上しない。

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(2） 連結子会社である愛而泰可新材料（蘇州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成21年３月20日、借入残高174千アメリカドル（18,077千円））には、下記の財務制限条項が付

されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり

ます。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成20年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（蘇州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(3） 連結子会社である愛而泰可新材料（広州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成21年３月25日、借入残高174千アメリカドル（18,077千円））には、下記の財務制限条項が付

されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり

ます。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成20年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（広州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(4） 連結子会社である愛而泰可新材料（広州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成23年２月18日、借入残高929千アメリカドル（96,079千円））には、下記の財務制限条項が付

されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり

ます。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成21年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（広州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

（四半期連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成25年11月30日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成26年２月28日） 

貸出コミットメント総額 千円 2,250,000 千円 2,250,000

借入実行残高  1,100,000  1,100,000

差引額  1,150,000  1,150,000
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(5） 連結子会社である愛而泰可新材料（蘇州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成23年４月28日、借入残高1,146千アメリカドル（118,593千円））には、下記の財務制限条項が

付されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があ

ります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成22年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（蘇州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(6） 当社の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（契約日平成24年３月19日、

借入極度額1,150,000千円、借入残高－千円）には、下記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触

した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末

日または平成23年11月期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における連結損益計算書の経常損益について、２期連続して損失を計上しない。

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(7） 連結子会社である愛而泰可新材料（蘇州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成24年４月３日、借入残高799千アメリカドル（82,722千円））には、下記の財務制限条項が付

されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり

ます。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成23年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（蘇州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

  

(8） 当社の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（契約日平成25年９月25日、

借入極度額700,000千円、借入残高700,000千円）には、下記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵

触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末

日または平成24年11月期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における連結損益計算書の経常損益について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 
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当第１四半期連結会計期間（平成26年２月28日） 

(1） 当社の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（契約日平成20年３月26日、

借入極度額 千円、借入残高 千円）には、下記の財務制限条項が付されており、当該条項に

抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末

日または平成19年11月期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における連結損益計算書の経常損益について、２期連続して損失を計上しない。

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(2） 連結子会社である愛而泰可新材料（蘇州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成21年３月20日、借入残高 千アメリカドル（ 千円））には、下記の財務制限条項が付さ

れており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性がありま

す。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成20年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（蘇州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(3） 連結子会社である愛而泰可新材料（広州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成21年３月25日、借入残高 千アメリカドル（ 千円））には、下記の財務制限条項が付さ

れており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性がありま

す。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成20年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（広州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(4） 連結子会社である愛而泰可新材料（広州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成23年２月18日、借入残高 千アメリカドル（ 千円））には、下記の財務制限条項が付

されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり

ます。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成21年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（広州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

1,100,000 110,000

87 9,056

87 9,056

801 82,516
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(5） 連結子会社である愛而泰可新材料（蘇州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成23年４月28日、借入残高 千アメリカドル（ 千円））には、下記の財務制限条項が

付されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があ

ります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成22年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（蘇州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(6） 当社の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（契約日平成24年３月19日、

借入極度額 千円、借入残高 千円）には、下記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触

した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末

日または平成23年11月期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における連結損益計算書の経常損益について、２期連続して損失を計上しない。

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(7） 連結子会社である愛而泰可新材料（蘇州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成24年４月３日、借入残高 千アメリカドル（ 千円））には、下記の財務制限条項が付

されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり

ます。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成23年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（蘇州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(8） 当社の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（契約日平成25年９月25日、

借入極度額 千円、借入残高 千円）には、下記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵

触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末

日または平成24年11月期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における連結損益計算書の経常損益について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

  

 ３ 保証債務 

 連結子会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。 

なお、連結子会社ALTECH ASIA PACIFIC CO.,LTDへの出資に関して、株式会社三井住友銀行の子会社であるSBCS 

Co.,Ltd及びSMSB Co.,Ltdの出資額等3,472千バーツ（ 千円）（前連結会計年度は3,472千バーツ（ 千円））

の保証を行っております。 

  

1,038 106,950

1,150,000 －

746 76,830

700,000 665,000

保証先  
前連結会計年度 

（平成25年11月30日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成26年２月28日） 

偉路愛而泰可印刷(蘇州)有限公司 千円 15,254 千円 15,191

11,148 11,391
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当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成24年12月１日 至 平成25年２月28日） 

配当金支払額 

   

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成25年12月１日 至 平成26年２月28日） 

配当金支払額 

   

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

   
前第１四半期連結累計期間 
（自  平成24年12月１日 
至  平成25年２月28日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成25年12月１日 
至  平成26年２月28日） 

減価償却費 千円 214,101 千円 263,632

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年２月27日 

定時株主総会 
普通株式  57,275  3.00 平成24年11月30日 平成25年２月28日 資本剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年２月27日 

定時株主総会 
普通株式  51,440  3.00 平成25年11月30日 平成26年２月28日 資本剰余金 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成24年12月１日 至 平成25年２月28日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△34,501千円には、セグメント間取引消去925千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△44,101千円および固定資産の調整額8,674千円が含まれております。全社

費用は、主にセグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 

  

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

  

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 

   

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

   （単位：千円） 

  

報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）２ 
商社事業 

プリフォーム
事業 

その他の 
事業 

計 

売上高             

外部顧客への売上高  1,755,409  808,418  319,690  2,883,518  －  2,883,518

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

 733  2,158  10,223  13,115  △13,115  －

計  1,756,142  810,577  329,913  2,896,633  △13,115  2,883,518

セグメント利益又は損失（△）  49,851  △12,503  △20,663  16,684  △34,501  △17,816
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成25年12月１日 至 平成26年２月28日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△46,016千円には、セグメント間取引消去982千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△55,668千円および固定資産の調整額8,668千円が含まれております。全社

費用は、主にセグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 

  

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

  

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 

   

   （単位：千円） 

  

報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）２ 
商社事業 

プリフォーム
事業 

その他の 
事業 

計 

売上高             

外部顧客への売上高  1,845,307  1,306,292  275,055  3,426,655  －  3,426,655

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

 1,908  2,893  －  4,801  △4,801  －

計  1,847,216  1,309,185  275,055  3,431,456  △4,801  3,426,655

セグメント利益又は損失（△）  △118  14,954  14,442  29,278  △46,016  △16,738
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共通支配下の取引等（吸収合併） 

１．取引の概要  

（1）結合当事企業の名称及びその事業の内容 

企業の名称  アルテックアイティ株式会社 

事業の内容  情報通信機器の販売及びこれに関連するサービス 

（2）企業結合日 

平成25年12月１日 

（3）企業結合の法的形式 

当社を吸収合併存続会社、アルテックアイティ株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併 

（4）結合後企業の名称 

アルテック株式会社 

（5）その他取引の概要に関する事項 

当社グループにおける経営の合理化・効率化を図るため、吸収合併することといたしました。 

２．実施した会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）に基づき、共通支配下

の取引として処理しております。 

  

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

  

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年12月１日 
至 平成25年２月28日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成25年12月１日 
至 平成26年２月28日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 6 75 円 銭 2 53

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  128,795  43,418

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  128,795  43,418

普通株式の期中平均株式数（株）  19,091,735  17,146,794

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアルテック株式

会社の平成25年12月１日から平成26年11月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年12月１日から平

成26年２月28日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年12月１日から平成26年２月28日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アルテック株式会社及び連結子会社の平成26年２月28日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  
  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成26年４月10日

アルテック株式会社 

取締役会 御中 

東陽監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 鈴 木 裕 子  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 原 口 隆 志  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 菊 地 康 夫  印 

注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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